
 

   

   

 

    

 

社長の 45.3％は 70歳以上  

繊維産業の中小企業における事業承継の状況 

経産省 ニュースリリース 3 月 29 日 

https://www.meti.go.jp/press/ 

令和 5 年中小企業実態基本調査（令和 4 年度決算実績）より抜粋 

対象業種：繊維産業 中小企業 資本金 3 億円以下または従業員 300 人以下の法人、個人企業 29,548 社 

      

（１）社長（個人事業主）の年齢は         （２） 社長に就任したいきさつは 

 

（３）何年間社長を続けていますか         （４）事業承継について考えていますか 

 

 

 

 

 

 

   〒630-8304 奈良市南肘塚町 111 植田蚊帳㈱内  

 

 NCA  日本カーテン協会

2005  設立 15周年 
Vol.17  No5 

2024.5.1 

 

1.3

6.7

20.2

26.4

32.6

12.7

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

80歳以上

0 10 20 30 40

社長の年齢構成比（％）

10.6

10.4

22.0

16.6

40.5

5年未満

5年～～10年未満

10年年～20年未満

20年～30年未満

30年以上

0 10 20 30 40 50

在任期間別構成比（％）

31.2

59.0

3.5

1.5

1.2

3.6

0 10 20 30 40 50 60 70

創業者

親族内での承継

社内人材の昇格

グループ会社からの派遣

下記以外の外部からの招へい

その他

就任経緯別構成比（％）

20.4

3.9

1.1

1.1

1.4

38.4

31.8

2.0

0 10 20 30 40 50

親族内での承継を考えている

役員・従業員承継を考えている

会社への引継ぎを考えている

個人への引継ぎを考えている

上記以外の方法による事業承

継を考えている

現在の事業を継続するつもりは

ない

今はまだ事業承継について考え

ていない

その他

事業承継意向構成比（％）

https://www.meti.go.jp/press/2023/03/20240329008/20240329008.html


 自社にとって有利な取引条件に改善す

るにはどうすればよいですか？ 

経産省/中小企業庁 ミラサポ Plusより 

https://mirasapo-plus.go.jp/infomation/21821/ 

回答者：中小企業診断士 安田 裕美 

中規模の塗料販売店ですが、建築用塗料業界にお

いて、建築業者→塗装業者→塗料販売店の関係であ

るため、悪条件の取引を強いられています。塗料販

売店の地位の向上や、取引条件の改善を行うために

は、どうしたらよいでしょうか。 

回答 

自社の地位向上や取引条件の改善のためには、取

引先からの信頼を獲得し、取引に対する自社の姿勢

を確立すること、そして、取引先への提案力を高め

ること、取引先を複数もち、リスクを分散させるこ

となどが有効となります。 

自社の地位向上や取引条件の改善のためには、自

社が取引先からの信頼を獲得し、いかに取引先にと

って価値のある存在になるかにかかっています。自

社の現状をしっかりと把握しつつ、自社の経営姿勢

を確立することから始めましょう。 

取引関係の基本構図と調査課題を踏まえたうえ

で、以下のアイテムについて考えてください。 

 図 1 自社、取引先、競争相手の三面関係と 

調査アイテム 

【取引に関する自社の姿勢を確立する】 

自社の地位を向上させ、取引条件を改善するため

には、取引先からの信頼を獲得することが重要とな

ります。 

そのためには、約束を守る、納期を守るといった

基本的な姿勢が不可欠です。また、自社の経営資源

（ヒト・モノ・カネ・情報など）を評価し、自社の

強みや弱みを把握するとともに、品質や技術力、仕

入れ力などを評価します。自社が業界内でどのよう

な地位にあるのか、他社に負けない強みはどこにあ

るのかなどをしっかりと把握しておきましょう。そ

うすることで、「すべて言われるがまま受け入れる」

ということなく、取引の開始や契約締結時にできる

こととできないことを明示したり、不当な取引に関

しては交渉を加えたりするなどの対応が可能となり

ます。 

また、取引に関しては、契約に関する法律知識も

重要となります。専門家の助言も受けつつ、自社の

契約の締結方法やその内容をしっかりと理解してお

くことが必要です。契約に関する認識の相違をなく

し、品質や納期、返品などのトラブルを事前に防ぐ

ようにしましょう。 

特に「下請代金法」や「下請けガイドライン」に

関する説明会は、中小企業庁の主催で、無料で実施

されていますので、一度参加されることをおすすめ

します。 

【取引先への提案力を高める】 

次に、取引先の経営状況やその変化は、常にしっ

かりと把握しておきましょう。たとえば、取引先の

経営内容が悪化している場合、代金支払いや、最悪

の場合は回収が不能になることも考えられます。取

引先が現在どのような経営を行っているのか、どの

ような悩みをもっているのか、常にアンテナを張っ

ておく必要があります。 

さらに、その悩みや営業姿勢をもとに、積極的な

提案を行うとよいでしょう。商品の改善提案を行っ

たり、新商品の情報を提供したりといったことを通

じて、取引先との密なコミュニケーションを図るよ

うにします。特に、品質や技術の向上やコスト低減

など、取引先のメリットとなる提案を行うことによ

り、取引先にとってなくてはならない存在を目指し

ましょう。 

【取引先を複数もち、リスクを分散させる】 

1社または数少ない取引先に限定すると、経営が

安定したり、取引が楽になったりするといったメリ

ットがあります。その反面、取引先の経営悪化の影

響をもろに受けたり、取引上強く出ることができな

くなったりというデメリットも抱えることになりま

す。これらのリスクを回避するために、取引先の状

況は、変化するものであるということを認識し、常

に新規の取引先やほかの業界などへのアプローチを

行い、取引先の分散を図りましょう。 

【業界の動向を把握する】 

また、業界やユーザーの動向にも目を光らせる必

要があります。国内外の情勢の変化や規制緩和、環

境問題への対応などにより、取引先に大きな影響を

与えることがあります。日ごろから業界誌などに目

をとおしたり、商工会議所や業界団体の主催するセ

ミナーに参加したりして、業界の動向把握に努めま

しょう。 

さらに、該当する組合への加入も検討してみてく

ださい。中小企業の経営の近代化・合理化を目的と

した事業協同組合、業界全体の改善向上を図ること

を目的とした商工組合など、その目的や活動状況に

応じて選択するとよいでしょう。 

※アンダーラインは（西条）が付加 

 

https://mirasapo-plus.go.jp/infomation/21821/


 

 

2023年⼩売業販売を振り返る 
出典：経産省 

https://www.meti.go.jp/statistics/toppage/rep  

ort/minikeizai/kako/20240411minikeizai.html 

 

概要 
商業動態統計（経済産業省）は、財における個人消

費の動向を供給側から直接把握することができる

指標です。これを用いて、2023年１年間の小売業販

売動向を確認し、業種別・業態別販売額の変動要因

等を分析しました。その概要をご紹介します。 

 

2023 年の小売業販売額は１６３兆３４０億円と、

前年比５.６％の増加。 

増加に寄与した業種は飲食料品小売業、次いで自動

車小売業。価格要因で販売額が大きく変動する傾向

がある飲食料品小売業と燃料小売業を除くと、前年

比６.０％の増加。 

業態別では、ドラッグストア、コンビニエンススト

ア、スーパー、百貨店の販売額が増加し、家電大型

専門店、ホームセンターの販売額が減少。 

販売額の伸び率（前年比）について、「店舗数」、「１

店舗当たり販売額」に要因分解すると、百貨店販売

額は、１店舗当たり販売額が増加し、前年比８.１％ 

 

の増加。スーパーは、１店舗当たり販売額及び店舗

数が増加し、前年比３.３％の増加。コンビニエン

スストア販売額は、１店舗当たり販売額が増加し、

前年比４.４％の増加。 

専門量販店３業態については、ドラッグストア販売

額は、「食品」、「ビューティケア（化粧品・小物）」

等の販売額が増加し、前年比８.２％の増加。家電

大型専門店販売額は、「情報家電」、「AV家電」等の

販売額が減少し、前年比１.１％の減少。ホームセ

ンター販売額は、「DIY用具・素材」、「インテリア」

等が減少し、前年比０.０％の微減。 

 

⼩売業販売額の変動要因分解（業種別） 

織物・⾐服・⾝の

回り品⼩売業販売

額の変動要因分解

（価格と数量） 

・「織物・⾐服・⾝

の回り品⼩売業」

は、主に数量要因

により上下に変動

し、ならしてみれ

ば減少傾向で推移

した。 

https://www.meti.go.jp/statistics/toppage/rep


 

業態別インテリア販売構成 
■2023 年 ホームセンター販売額の商品別内訳 

 

 

 

 

 

・ホームセンター販売額の商品別寄与度 

2023 年のホームセンター販売額は、「DIY⽤具・素

材」、「インテリア」等が減少し、前年⽐0.0％の微

減。店舗数は 0.9％の増加。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■2023年 百貨店販売額の商品別内訳 

 カーテン・じゅうたんは家具の分類に含まれている。 

 


